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請負代金内訳書における法定福利費の明示による法定福利費の 

適正な支払いのための取組について（通知） 

 

 

 このことについて、建設工事標準請負契約約款第３条に基づき、法定福利費を

内訳明示した請負代金内訳書の提出を求めてたところですが、今後、受注者によ

り明示された法定福利費額（以下「法定福利費」という。）が、予定価格に占め

る法定福利費概算額（以下「法定福利費概算額」という。）の１／２以上である

ことを確認しますので、下記に留意の上、適切な取り扱いをお願いします。 

また本通知にあわせ、「金入設計書、開札後公表設計書、契約後公表設計書」

への予定価格に占める法定福利費概算額の明示追加を行います。また、「施工体

制プロセスチェック」への確認欄追加は今後行いますので、ご承知おきください。 

 なお、本通知以外の法定福利費概算額が明示されない工事については、別添「請

負代金内訳書における法定福利費の明示による法定福利費の適切な支払いのた

めの取組について（令和３年 12 月１日付け総行行第 419 号、国不入企第 33 号、

総務省自治行政局行政課長、国土交通省不動産・建設経済局建設業課長通知）」

に準じ適切な対応をお願いします。 

 

記 

 

１．法定福利費概算額の公表 

  建設工事入札契約情報公表要領に示す、公表設計書に法定福利費概算額を

明示し公表する。 

 

２．法定福利費概算額の基準確認 

  別添、施工体制プロセスチェックにより請負代金内訳書を確認する。 

 



３．法定福利費と法定福利費概算額の基準に乖離幅がある場合の対応 

（１）受注者が下請企業から提出の見積り等を活用して算出している場合 

各下請企業の請負工事に対する見積書等の根拠資料の提示による説明を

求め改善を指示する。 

（２）労務費額に法定保険料率を乗じて算出している場合 

法定福利費概算額の算出に用いた法定福利費利率等について、計算書等

の根拠資料による説明を求め改善を指示する。 

 

 ４．上記３により改善されない場合 

   技術管理室に連絡すること。 

 

 ５．適用年月日 

   令和４年４月１日以降の契約案件から適用する。 

 

 ６．その他 

   積算システム上は、２月 1日から法定福利費概算額が明示されます。 
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